
平成１９年度　薩摩川内市健全化判断比率等（速報値）

（単位：％）

早期健全化
基 準

財 政 再 生
基 準

１実質赤字比率 一般会計等を対象とし
た実質赤字額の標準財
政規模に対する比率

一般会計等

― 11.85 20.00

２連結実質赤字比率 全会計を対象とした実
質赤字額の標準財政規
模に対する比率

全会計

― 16.85 40.00

３実質公債費比率 一般会計等が当該年度
に負担する元利償還金
等の標準財政規模に対
する比率（３ヶ年平
均）

一般会計等

13.6 25.0 35.0

４将来負担比率 一般会計等が将来負担
すべき実質的な負債の
標準財政規模に対する
比率

一般会計等

86.7 350.0

簡 易 水 道
事 業

―

温 泉 給 湯
事 業

―

公共下水道
事 業

―

農 業 集 落
排 水 事 業

―

漁 業 集 落
排 水 事 業

―

浄 化 槽
事 業

―

水 道 事 業 ―

工業用水道
事 業

―

自動車運送
事 業

―

※１　本市欄の「―」表示は黒字であることを表す。
※２　本市のＨ19年度の標準財政規模は，28,987,650千円である。

指 標 名
国 の 定 め る 基 準

本 市対 象 範 囲内 容

５資金不足比率

20.0

公営企業ごとの資金の
不足額の事業の規模に
対する比率



（単位：％）

備 考

α β α β α β α β

11.85 20.0 16.85 40.0 25.0 35.0 350.0 －

⑵　天辰第一地区土地区画整理事業

⑶　川内駅周辺地区土地区画整理事業

⑷　入来温泉場地区土地区画整理事業

⑸　公共用地先行取得等事業

⑹　国民健康保険事業

⑺　国民健康保険直営診療施設勘定

⑻　老人保健医療事業

⑼　介護保険事業

⑽　介護サービス事業

⑾　水道事業

⑿　工業用水道事業

⒀　自動車運送事業

⒁　簡易水道事業

⒂　温泉給湯事業

⒃　公共下水道事業

⒄　農業集落排水事業

⒅　漁業集落排水事業

⒆　浄化槽事業

※ α：早期健全化基準，β：財政再生基準，γ：経営健全化基準

⑴　一　般　会　計

区 分

一

般

会

計

等

法

非

適

用

公営企業に係る会計
（地公企法を適用す
る事業又は地財令第
37条の事業）

公

営

企

業

会

計

公

営

事

業

会

計

資 金 不 足
比 率

一般会計等に属する特別
会計

一般会計等以外の特別会
計のうち公営企業に係る
特別会計以外の特別会計

法

適

用

将 来 負 担
比 率

γ

20.0

実 質 赤 字
比 率

連 結 実 質
赤 字 比 率

実質公債費
比 率

健 全 化 判 断 比 率 等 の 対 象 と な る 会 計 区 分



（参考）地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要 

 

 

Ⅰ 健全化判断比率の公表等  

 

 ○地方公共団体（都道府県，市町村及び特別区）は，毎年度，以下の健全化判

断比率を監査委員の審査に付した上で，議会に報告し，公表しなければなら

ないこととする。 

  ①実質赤字比率 

  ②連結実質赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率） 

  ③実質公債費比率 

  ④将来負担比率（公営企業，出資法人等を含めた普通会計の実質的負債の標

準財政規模に対する比率） 

 

Ⅱ 財政の早期健全化  

 

１ 財政健全化計画 

 ○健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合には，財政健

全化計画を定めなければならないこととする。 

 

２ 財政健全化計画の策定手続等 

 ○財政健全化計画は，議会の議決を経て定め，速やかに公表するとともに，総

務大臣・都道府県知事への報告，全国的な状況の公表等の規定を設ける。ま

た，毎年度，その実施状況を議会に報告し，公表する。 

 

３ 国等の勧告等 

 ○財政健全化計画の実施状況を踏まえ，財政の早期健全化が著しく困難である

と認められるときは，総務大臣又は都道府県知事は，必要な勧告をすること

ができることとする。 

 

Ⅲ 財政の再生  

 

１ 財政再生計画 

 ○再生判断比率（Ⅰ①～③）のいずれかが財政再生基準以上の場合には，財政

再生計画を定めなければならないこととする。 

 

２ 財政再生計画の策定手続，国の同意等 

 ○財政再生計画は，議会の議決を経て定め，速やかに公表する。 

 ○財政再生計画は，総務大臣に協議し，その同意を求めることができる。 

 



 ○財政再生計画を定めている地方公共団体（財政再生団体）は，毎年度，その

実施状況を議会に報告し，公表する。 

 

３ 地方債の起債の制限 

 ○再生判断比率のうちのいずれかが財政再生基準以上である地方公共団体は，

財政再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ，災害復旧事業等

を除き，地方債の起債ができないこととする。 

 

４ 地方財政法第５条（地方債の制限）の特例 

 ○財政再生計画に同意を得た財政再生団体は，収支不足額を振り替えるため，

地方財政法第５条の規定にかかわらず，総務大臣の許可を受けて，償還年限

が財政再生計画の計画期間内である地方債（再生振替特例債）を起こすこと

ができる。 

 

５ 国の勧告，配慮等 

 ○財政再生団体の財政の運営が計画に適合しないと認められる場合等において

は，総務大臣は，予算の変更等必要な措置を勧告できることとする。 

 ○再生振替特例債の資金に対する配慮等，財政再生計画の円滑な実施について

国及び他の地方公共団体は適切な配慮を行う。 

 

Ⅳ 公営企業の経営の健全化  

 

 ○公営企業を経営する地方公共団体は，毎年度，公営企業ごとに資金不足比率

を監査委員の審査に付した上で議会に報告し，公表する。これが経営健全化

基準以上となった場合には，経営健全化計画を定めなければならないことと

し，Ⅱ２，３及びⅤ１と同様の仕組みを設ける。 

 

Ⅴ その他  

 

１ 外部監査 

 ○地方公共団体の長は，健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以

上となった場合等には，個別外部監査契約に基づく監査を求めなければなら

ないこととする。 

 

２ 施行期日等 

 ○健全化判断比率の公表は，公布後１年以内から，他の義務付け規定について

は，地方公共団体の予算編成機会の付与等の観点から，平成 20 年度決算に

基づく措置から適用する。 

 ○国等に対する寄附を当分の間原則禁止することとしている現行再建法の規定

を引き続き設ける。 


